
 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

 

第一種貨物利用運送事業の登録申請（鉄道） 

 
 

鉄道貨物運送に係る第一種貨物利用運送事業を行おうとする者は、国土交通大臣の行う登録を受
ける必要があります（法３条（登録））。申請にあたっては、下記の規定をご参照の上、書類等を
作成又は添付し、国土交通大臣あて当該事案の関する土地（拠点駅）を管轄する地方運輸局または
沖縄総合事務局（以下各地方運輸局等）まで申請して下さい。 
 

 

（１）第一種貨物利用運送事業登録申請 
 

貨物利用運送事業法 
第３条第１項 第一種貨物利用運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の行う登

録を受けなければならない。 
第４条第１項 前条第１項の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。 
第１号 氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 
第２号 主たる事務所その他の営業所の名称及び所在地 
第３号 事業の経営上使用する商号があるときはその商号 
第４号 利用運送に係る運送機関の種類、利用運送の区域又は区間及び業務の範囲 

 
貨物利用運送事業法施行規則 

  （登録の申請） 
第４条第１項 法第４条第１項の規定により第一種貨物利用運送事業の登録を申請しよ

うとする者は、同項各号に掲げる事項を記載した第一種貨物利用運送事業
登録申請書を提出しなければならない。 

 
 

（２）添付書類 
 

貨物利用運送事業法 
第４条第２項 前項の申請書には、事業の計画その他の国土交通省令で定める事項を記載

した書類を添付しなければならない。 
 

貨物利用運送事業法施行規則 
  （登録の申請） 

第４条第２項 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
第１号 次に掲げる事項を記載した事業の計画 

イ 利用する運送を行う実運送事業者又は貨物利用運送事業者の概要 
ロ 貨物の保管体制を必要とする場合にあっては、保管施設の概要 
ハ その他事業の計画の内容として必要な事項 

第２号 利用する運送を行う実運送事業者又は貨物利用運送事業者との運送に関する契
約書の写し 

第３号 貨物利用運送事業の用に供する施設に関する事項を記載した書類（貨物の保管
体制を必要とする場合にあっては、保管施設の面積、構造及び附属設備を記載
した書類を含む。） 

第４号 既存の法人にあっては、次に掲げる書類 
イ 定款又は寄附行為及び登記事項証明書 
ロ 近の事業年度における貸借対照表 
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ハ 役員又は社員の名簿及び履歴書 

第５号 法人を設立しようとするものにあっては、次に掲げる書類 
イ 定款（商法（明治３２年法律第４８号）第１６７条及びその準用規定により認

証を必要とする場合にあっては、認証のある定款）又は寄附行為の謄本 
ロ 発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書 
ハ 設立しようとする法人が株式会社である場合にあっては、株式の引受けの状況

及び見込みを記載した書類 
第６号 個人にあっては、次に掲げる書類 

イ 財産に関する調書 
ロ 戸籍抄本 
ハ 履歴書 

第７号 法第６条第１項第１号から第５号までのいずれにも該当しない旨を証する書類 
 
 

（３）登録の拒否要件 
 

第６条第１項 国土交通大臣は、第４条の規定による登録の申請をした者が次の各号のいず
れかに該当するときは、その登録を拒否しなければならない。 

第１号 一年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなった日から二年を経過しない者 

第２号 第一種貨物利用運送事業の登録又は第二種貨物利用運送事業の許可の取消しを受
け、その取消しの日から二年を経過しない者 

第３号 申請前二年以内に貨物利用運送事業に関し不正な行為をした者 
第４号 法人であって、その役員（いかなる名称によるかを問わず、これと同等以上の職

権又は支配力を有する者を含む。以下同じ。）のうちに前三号のいずれかに該当
する者のあるもの  

第５号 船舶運航事業者若しくは航空運送事業者が本邦と外国との間において行う貨物の
運送（以下「国際貨物運送」という。）又は航空運送事業者が行う本邦内の各地
間において発着する貨物の運送（以下「国内貨物運送」という。）に係る第一種
貨物利用運送事業を経営しようとする者であって、次に掲げる者に該当するもの 

イ 日本国籍を有しない者 
ロ 外国又は外国の公共団体若しくはこれに準ずるもの 
ハ 外国の法令に基づいて設立された法人その他の団体 
ニ 法人であって、イからハまでに掲げる者がその代表者であるもの又はこれらの

者がその役員の三分の一以上若しくは議決権の三分の一以上を占めるもの 
第６号 その事業に必要と認められる国土交通省令で定める施設を有しない者 
第７号 その事業を遂行するために必要と認められる国土交通省令で定める基準に適合す

る財産的基礎を有しない者 
 

貨物利用運送事業法施行規則 
  （事業に必要な施設） 

第６条 法第６条第１項第６号の国土交通省令で定める施設は、次のとおりとする。 
第１号 第一種貨物利用運送事業を遂行するために必要な事務所その他の営業所 
第２号 貨物の保管体制を必要とする場合にあっては、第一種貨物利用運送事業を遂行す

るために必要な保管能力を有し、かつ、盗難等に対する適切な予防方法を講じた
保管施設 

 
  （財産的基礎） 

第７条 法第６条第１項第７号の国土交通省令で定める基準は、次条に定めるところにより
算定した資産額（以下「基準資産額」という。）が三百万円以上であることとする。 

 
 

第８条第１項 基準資産額は、第４条第２項第４号ロ又は同項第６号イに掲げる貸借対照表
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又は財産に関する調書（以下「基準資産表」という。）に計上された資産（創
業費その他の繰延資産及び営業権を除く。以下同じ。）の総額から当該基準
資産表に計上された負債の総額に相当する金額を控除した額とする。 

第８条第２項 前項の場合において、資産又は負債の評価額が基準資産表に計上された価格
と異なることが明確であるときは、当該資産又は負債の価額は、その評価額
によって計算するものとする。 

第８条第３項 第１項の規定にかかわらず、前二項の規定により算定される額に増減があっ
たことが明確であるときは、当該増減後の額を基準資産額とする。 

 
 

（４）申請方法 
 
 鉄道一種事業登録申請は、国土交通大臣あてに申請書を作成し、必要な書類を添付の上、当該事
案の関する土地（拠点駅）を管轄する各地方運輸局等に申請してください。この場合、郵送により
申請することもできます。 
   
 

★郵送による受付については、以下の点にご留意下さい 
  ①あて先には、鉄道利用運送担当と明記して下さい。 
  ②書留等配達を証明する郵便で送付願います。 
  ③受理印を捺した申請書の控えの返送を希望される方は、申請書（控え）及び必要な金額 

の切手を貼付した返信用封筒を同封して下さい。 
  ④申請について、修正等が必要となる場合、申請内容に疑問点がある場合には、来庁してい
   ただく場合もあります。 

 
 

（５）その他 
 

・事業の計画について、他の利用運送機関の種類に係る第一種貨物利用運送事業等も併せて申請
する場合は、利用運送機関の種類毎に別葉にして申請してください。 
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■許認可申請書関係書類と作成上の注意 
 
１．【申請書】（様式１）、【事業の計画】（様式２） 
 
２．【添付書類】 
 
（１）利用する運送を行う実運送事業者又は貨物利用運送事業者との運送に関する契約書の写し 

・鉄道貨物の取扱に関する契約書（写） 
特に契約書の形式は問いませんが、以下のような事項を含んだものとして下さい。 
ａ．委託する業務内容に鉄道の手配に関する記述があること。 
ｂ．事業の計画に記載のある拠点駅が記述されていること。 
ｃ．契約書の有効期間が適切であること。 
ｄ．社印が押印されていること。 

・申請時において契約が締結されていない場合には、契約書（案）に代えることができます。 
この場合、登録日までに（新設法人の場合は、会社設立後速やかに）契約書の写しを提出
すること。 

 
（２）貨物利用運送事業の用に供する施設に関する事項を記載した書類 

・営業所の見取図、平面図（※） 
・営業所について都市計画法等関係法令の規定に抵触しないことを証する書類（様式３） 
・営業所の使用権原を証する書面（※） 

ａ．所有の場合：土地建物の登記簿謄本 
ｂ．賃貸の場合：賃貸借契約書(写) 

○貨物の保管体制を必要とする場合 
・保管施設の面積、構造及び附属設備を記載した書類（様式５） 
・見取図、平面図（※） 
・使用権原を証する書類（※） 

ａ．所有の場合:土地建物の登記簿謄本 
ｂ．賃貸の場合:賃貸借契約書(写) 

・基幹保管施設以外の保管施設について、適切な規模、構造及び設備を有するものであるこ
とを証する書類（様式６） 

 
（３）定款及び登記簿の謄本 

ａ．既 存 法 人     …定款又は寄附行為及び登記事項証明書 
ｂ．新 規 法 人     …定款又は寄附行為の謄本 
 

（４）貸借対照表 
ａ．既 存 法 人     …直近事業年度における貸借対照表 
ｂ．新 規 法 人     …設立しようとする法人が株式会社である場合にあっては、株式の引受けの

状況及び見込みを記載した書類 
ｃ．個人の場合…財産に関する調書 
 

（５）役員名簿及び履歴書 
ａ．既 存 法 人     …役員又は社員の名簿（様式７）及び履歴書（様式８） 
ｂ．新 規 法 人     …発起人、社員又は設立者の名簿（様式７）及び履歴書（様式８） 
ｃ．個人の場合…戸籍抄本、履歴書 

 
（６）欠格事由に該当しない旨の宣誓書（様式９） 
 
注：使用権原を有することを証する書類（様式４）を提出することにより（※）の書類について省

略することができる。 
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３．利用運送約款 

第一種利用運送事業の約款の認可申請（鉄道）を参照。 
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（様式１） 
 
 

年  月  日 
 
 
 

 国土交通大臣 

  ○○ ○○ 殿 
 
 
 

住    所                    
氏名又は名称                    
代表者氏名（役職）                         ㊞ 

                                       （担当者氏名：  TEL：   ） 
                                       （email：                 ） 
 

第一種貨物利用運送事業登録申請書 
 
 
 

今般、第一種貨物利用運送事業（鉄道貨物運送）の登録を受けたいの
で、貨物利用運送事業法第４条第１項の規定に基づき、関係書類を添え
て、下記のとおり申請いたします。 

 
 

記 
 
 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

氏名又は名称               
住 所               
代表者氏名（役職）               

 
 

２．主たる事務所その他の営業所の名称及び位置 

    別紙「事業の計画」のとおり 
 
 

３．事業の経営上使用する称号があるときはその称号 

  別紙「事業の計画」のとおり 
 
 

４．利用運送に係る運送機関の種類、利用運送の区域又は区間及び業務の範囲 

  別紙「事業の計画」のとおり 
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（様式２） 

別 紙 
 

事 業 の 計 画 

 
 
１．利用運送に係る運送機関の種類 
   鉄道貨物運送 
 
 
２．利用運送の区域または区間 

 拠 点 駅                     仕 向 駅                    

○○貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅 □□駅(*) 
△△駅 ◇◇駅(*) 

   (*)包括記載も可能(例):日本貨物鉄道㈱の貨物取扱駅 
 
３．主たる事務所の名称及び位置 
   名 称              
     住 所              
 
４．営業所の名称及び位置 

拠 点 駅        営 業 所 名          住   所               備  考            

○○貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅 ○○○営業所 ○○県○○市○○1-2-3 併用 
△△駅 △△△営業所 △△県△△市△△4-5-6  

 
 
５．商号 
    なし 
 
６．業務の範囲 
     ①一般事業 
      ②鉄道貨物運送の種類 
    コンテナ輸送 
   ③特殊な分野の鉄道貨物輸送に限って事業を行うかどうかの別 
    行わない 
 
７．保管施設の概要 

   
  
   
  
   
  

保 管 施 設 名         住   所                面積㎡ 構造 附 属 設 備      

○○営業所内 ○○県○○市○○1-2-3 00.00㎡ 鉄骨  
△△営業所内 △△県△△市△△4-5-6 00.00㎡ 鉄骨  
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１．「鉄道貨物運送」と記載。 

・他の運送機関に係る第一種貨物利用運送事業も行う場合は、併記。  
なお、この場合、他の運送機関の利用運送に関しては、別葉の事業の計画として作成。 

 
２．仕立地及び仕向地とも駅名を記載。 

・仕向駅については、記載例にあるように包括記載も可能です。 
 
 
 
 
 
３．本社（鉄道貨物利用運送業務を統括する事務所が別にある場合は、その統括する事務所）の名

称及び所在地を記載。 
 
４．鉄道貨物利用運送事業に係る営業所の一覧を記載。 

・記載する営業所は、鉄道貨物運送に係る第一種貨物利用運送を行う支店、営業所に限る。 
※添付書類：所有、賃借の裏付け書類（土地建物の登記簿謄本・賃貸借契約書（写）・見取図、

平面図（使用権原を有することを証する書類（様式４）をもって省略可）、都市計画法等関係
法令の規定に抵触しないことを証する書類（様式３）） 

 
 
 
５．事業の経営上使用する商号があるときはその商号を記載。 
 
 
６．①については、「一般事業」と記載。 
  ②については、「コンテナ輸送」「車扱輸送」等の別を記載 
  ③については、特殊な分野の鉄道貨物運送に限って事業を行う場合には、その内容を記載。 
  （例）タンク車による石油貨物の利用運送に限る。 
 
 
７．保管施設の概要を記載。 

・自社で所有または賃貸借契約を結んでいる保管施設（倉庫、上屋等）を記載。 
※添付書類：保管施設の概要（様式５） 

所有、賃借の裏付け書類（土地建物の登記簿謄本・賃貸借契約書（写）・見取図、平面図（使
用権原を有することを証する書類（様式４）をもって省略可）、都市計画法等関係法令の規
定に抵触しないことを証する書類（様式３）） 

 
・自社において保管施設がない場合は、保管施設を有しない理由を記載。 

(例)貨物の保管については、○○倉庫（株）に委託 
※添付書類：保管業務の業務委託契約書（写） 

 
・保管施設を必要としない場合は、その旨理由を付して記載。 

(例)コンテナ貨物の為、直接荷主の保管施設より運送するので保管施設は必要としません。 
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８．利用する運送を行う実運送事業者又は貨物利用運送事業者の概要 
   ①実運送事業者 

拠 点 駅        実運送事業者名          住   所              備  考         

○○貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅 ○○鉄道㈱ 
 

○○県○○市○○1-2-3 
 

鉄道運送事業者 
 △△駅 

 
   ②貨物利用運送事業者 

拠 点 駅        利用運送事業者名          住   所              備  考         

○○貨物ﾀｰﾐﾅﾙ駅 ○○通運㈱ ○○県○○市○○1-2-3 貨物利用運送事業者（鉄道）
△△駅 △△運輸㈱ △△県△△市△△4-5-6 貨物利用運送事業者（鉄道）

 
 
９．備 考 

利用運送約款は、標準鉄道利用運送約款（平成２年１１月２９日運輸省告示第５８８号）を使
用する。 
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８．利用する実運送事業者又は鉄道貨物利用運送事業者を記載。 
   

※添付書類：鉄道運送事業者等との業務提携契約書等の写し 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９．標準鉄道利用運送約款を使用する場合には、貨物利用運送事業法第８条の規定に基づく認可は

不要となるため、その場合には「事業の計画」に「９．備考」として以下のとおり記載。 
 
  「利用運送約款は、標準鉄道利用運送約款（平成２年１１月２９日運輸省告示第５８８号）を

使用する。」 
 



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
別 紙２ 

添付書類（様式３） 
 

都市計画法等関係法令の規定に抵触しないことを証する書類(記載例) 
 
 
 
  国土交通大臣 
   ○○ ○○ 殿 
 
 
 

宣   誓   書 

 
 
 

貨物利用運送事業法第４条第２項及び同法施行規則第４第２項第３号に規定する貨物
利用運送事業の用に供する施設に関する事項を記載した書類のうち、営業所 (注)について、
都市計画法等関係法令の規定に抵触しないことを宣誓いたします。 

 
 
 
 
 
 
     平成  年  月  日 
 
                   住    所 
                   氏名又は名称 
                                      代表者の氏名（役職）                    ㊞ 
 
 
 
 
 
  （補足） 

（注）上記「営業所」について、保管施設を保有する場合は、「営業所及び保管施設」と
記載すること。 

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
添付書類（様式４） 

 
使用権原を有することを証する書類(記載例) 

 
 
 
  国土交通大臣 
   ○○ ○○ 殿 
 
 
 

宣   誓   書 

 
 
 

貨物利用運送事業法第４条第２項及び同法施行規則第４条第２項第３号に規定する貨
物利用運送事業の用に供する施設に関する事項を記載した書類のうち、営業所 (注)につい
て、使用権原を有することを宣誓いたします。 

 
 
 
 
 
 
     平成  年  月  日 
 
                   住    所 
                   氏名又は名称 
                                      代表者の氏名（役職）                    ㊞ 
 
 
 
 
 
  （補足） 

（注）上記「営業所」について、保管施設を保有する場合は、「営業所及び保管施設」と
記載すること。 

  



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

 
添付書類（様式５） 
 

保管施設の概要(記載例) 
 
 
 

 
保 管 施 設 名 

 
延 床 面 積      

 
構 造     

 
附 属 設 備 

 
 × ×  営業所内 

 
    ○○㎡ 

 
鉄 骨 

 
                       

 
 ○ ○  営業所内 

 
    △△㎡ 

 
鉄 骨 

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                       

 
 

 
           

 
           

 
                           

 
 
 

 
           
 

 
 
 

 
              
 

 
① 構造は、鉄骨、木造等の区分を記載すること。 

 
② 冷蔵倉庫等特殊な保安施設についてはその旨、注記すること。 
 
③ 附属設備の欄には、盗難防止装置、火災防止装置等について記載すること。 

 
 

  

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
添付書類（様式６） 

 
基幹保管施設以外の保管施設について、 

適切な規模、構造及び設備を有するものであることを証する書類(記載例) 
 
 
 
  国土交通大臣 
   ○○ ○○ 殿 
 
 
 

宣   誓   書 

 
 
 

 貨物利用運送事業法第４条第２項、同法施行規則第４条第２項第１号ロ及び第３号に規
定する貨物利用運送事業の用に供する施設に関する事項を記載した書類のうち、基幹保管
施設以外の保管施設について、当該貨物利用運送事業を遂行するために必要な保管能力を
有し、かつ、盗難等に対する適切な予防方法を講じた保管施設であり、貨物利用運送事業
を遂行する上で適切な規模、構造及び設備を有するものであることを宣誓いたします。 

 
 
 
 
 
 
     平成  年  月  日 
 
                   住    所 
                   氏名又は名称 
                                      代表者の氏名（役職）                    ㊞ 
 
 
 
 
 

  



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
添付書類（様式７） 

役員名簿(記載例) 
 
 

役 員 名 簿           

 
 

○○○○株式会社   

 
役  職 氏   名 

 
住      所 

 
           

 
               

 
                                   

 
           

 
               

 
                                   

 
           

 
               

 
                                   

 
           

 
               

 
                                   

 
           

 
               

 
                                   

 
           

 
               

 
                                   

 
           
 

 
               
 

 
                                   
 

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
添付書類（様式８） 

履歴書(記載例) 
 

 
 
 

履 歴 書 
 
 
    本籍地 ○○○○○○○○○○○○ 
  現住所  ○○○○○○○○○○○○ 
 
                                     氏  名 ○ ○ ○ ○ 
                                     生年月日 ○○○○○○○ 
 
 

学 歴 
○○年○月  ・・・・・・・・卒業 

 
 

職 歴 
○○年○月 ・・・・・・・・ 
○○年○月  ・・・・・・・・ 
○○年○月  ・・・・・・・・ 

                                      現在に至る 
 
 

団体（公職）歴 
○○年○月  ・・・・・・・・ 
・・・   ・・・・・・・・ 

                                                         
                                                         

賞 罰 
・・・      ・・・・・・・・ 

 
 
 
    上記のとおり相違ありません。 
 
         年  月  日 
 
                  氏 名 ○ ○ ○ ○  印 
 
 

 
（注）必ず現職の就任年月日を記載して下さい。 



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
添付書類（様式９） 

欠格事由に該当しない旨の宣誓書(記載例) 
 
 
 
  国土交通大臣 
   ○○ ○○ 殿 
 
 
 

現 住 所     
氏 名        ○ ○  ○ ○ 
生年月日  昭和 年 月 日 

 
 
 

宣   誓   書 

 
 
 

貨物利用運送事業法第６条第１項第１号から第５号までのいずれにも該当しないこと
を宣誓いたします。 

 
 
 
 
 
 
     平成  年  月  日 
 
 
                                      氏名    ○ ○  ○ ○    印（個人印） 
 
 
 
 
  （注１）申請時における全役員の宣誓書を添付する。 
  （注２）新規法人の場合は、発起人、社員、または設立者の宣誓書を添付する。 
 
 

  

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

  



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

第一種貨物利用運送事業の利用運送約款の認可申請（鉄道） 

 
 
 鉄道貨物運送に係る第一種貨物利用運送事業を行おうとする者は、登録申請と併せて、利用運送
約款の認可を当該事案の関する土地（拠点駅）を管轄する地方運輸局長より受ける必要があります
（法８条（利用運送約款））。申請にあたっては、下記の規定をご参照の上、書類等を作成又は添
付し、各地方運輸局長あてに申請して下さい。 
 
 
１． 提出書類 
① 利用運送約款設定認可申請書（様式１０） 

 
② 利用運送約款 
鉄道運送に係る利用運送約款を自社独自で作成し使用する場合には、貨物利用運送事業法に定め

る規定に基づき利用運送約款を作成し、「利用運送約款設定認可申請書」に当該約款を添付し提出
してください。 
 

標準鉄道利用運送約款を使用する場合には、貨物利用運送事業法第８条の規定に基づく認可は不 
要となりますので、その場合には「事業の計画」に「９．備考」として標準鉄道利用運送約款（平
成２年１１月２９日運輸省告示第５８８号）を使用する旨を記載して下さい。 
 なお、引越・宅配便等特殊な運送サービスを行う場合は当該約款は適用されない場合があります
ので、ご注意ください。 
 
 

  

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
（様式１０） 

約 款 （記載例） 
 
 
 

年  月  日 
 
 
 

 ○○運輸局長 

  ○○ ○○ 殿 
 
 
 

住    所                    
氏名又は名称                    
代表者氏名（役職）                         ㊞ 

 
 
 

利用運送約款設定認可申請書 
 
 
 

今般、利用運送約款の認可を受けたいので、貨物利用運送事業法第８
条第 1 項の規定に基づき、下記のとおり申請いたします。 

 
 

記 
 
 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

氏名又は名称               
住 所               
代表者氏名（役職）               

 
 
 

２．利用運送約款に係る利用運送機関の種類 

 
第一種貨物利用運送事業（鉄道貨物運送） 

 
 
 

３．設定しようとする利用運送約款 

  別紙のとおり 
  



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

【参考１】利用運送約款認可申請 関係法令 
 
（１）利用運送約款認可申請 

 
貨物利用運送事業法 

第８条第１項 第一種貨物利用運送事業者は、利用運送約款を定め、国土交通大臣の認可
を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

第８条第２項 国土交通大臣は、前項の認可をしようとするときは、次に掲げる基準によ
って、これをしなければならない。 

第１号 荷主の正当な利益を害するおそれがないものであること。 
第２号 少なくとも貨物受取及び引渡し、運賃及び料金の収受並びに第一種貨物利用運

送事業者の責任に関する事項が明確に定められているものであること。 
第８条第３項 国土交通大臣が標準利用運送約款を定めて公示した場合（これを変更して

公示した場合を含む。）において、第一種貨物利用運送事業者が、標準利
用運送約款と同一の利用運送約款を定め、又は現に定めている利用運送約
款を標準利用運送約款と同一のものに変更したときは、その利用運送約款
については、第１項の規定による認可を受けたものとみなす。 

 
貨物利用運送事業法施行規則 

  （利用運送約款の認可の申請） 
第１１条 法第８条第１項の規定により利用運送約款の設定又は変更の認可をしようとする

者は、次に掲げる事項を記載した利用運送約款設定（変更）認可申請書を提出しな
ければならない。 

第１号 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名並びに登録番
号 

第２号 設定し、又は変更しようとする利用運送約款に係る利用運送機関の種類 
第３号 設定し、又は変更しようとする利用運送約款（変更の認可の申請の場合にあっ

ては、新旧の対照を明示すること。） 
第４号 変更の認可の申請の場合にあっては、変更を必要とする理由 

 
 

（２）記載事項 
 

貨物利用運送事業法施行規則 
  （利用運送約款の記載事項） 

第１２条 法第８条第１項の利用運送約款には、次に掲げる事項を記載しなければならな
い。 

第１号 第一種貨物利用運送事業である旨及び利用運送機関の種類 
第２号 運賃及び料金の収受又は払戻しに関する事項 
第３号 利用運送の引受けに関する事項 
第４号 受取、引渡し及び保管に関する事項 
第５号 損害賠償その他責任に関する事項 
第６号 その他利用運送約款の内容として必要な事項 

  

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
国総貨複第１ ９ ４ 号（ H15.3.18） 
貨物利用運送事業の登録及び許可の申請並びに約款の認可申請等の処理方針等について 
４．約款について 
（ １ ）認可の処理について 
法第８条及び法第26条の規定による利用運送約款の認可に当たっては、以下の点に留意の上、審

査されたい。 
① 施行規則第12条及び施行規則24条に規定される記載事項が明確に規定されていること。 
② 運賃及び料金の収受、運送の引受け等について合理的なものであり、かつ、不当に差別的でな

いものであること。 
③ 損害賠償等に関し利用者との契約内容が不明確なものでないこと。 
④ 利用運送約款では、利用者に対し運送責任を負う旨が規定されていること。また、当該運送約

款について、当該利用運送に係る実運送事業者の負う運送責任と少なくとも同等のものである
こと。 

⑤ 審査に当たっては、当該貨物利用運送事業に係る各運送機関の特性に配慮すること。また、宅
配便、引越輸送等特殊な運送サービスについての独自の約款が申請された場合においては、当
該サービスの特殊性に配慮のうえ、審査を行うこと。 

 
（ ２ ）標準約款との関係 
国土交通大臣が法第８条第３項及び法26条第２項の規定に基づき標準利用運送約款を定めて公示

したときは、貨物利用運送事業者は認可を受けないでこれを同一の約款を定めることができる。 
 

国総貨複第１９８ 号（ H15.3.18） 
鉄道運送に係る貨物利用運送事業の登録及び許可の申請並びに約款の認可申請等の処理について 
三約款の認可の処理について 
 
鉄道運送に係る第一種貨物利用運送事業及び第一種貨物利用運送事業の約款の認可申請について

は、基本通達「４ ． 約款について」に照らして適切な処理をされたい。 
なお、利用運送約款については、第一種貨物利用運送事業及び第二種貨物利用運送事業を行って

いる事業者については別々の約款を作ることを要せず、一つの利用運送約款で各々の事業の責任引
受等について記載されていればよいものとする。  



 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

運賃及び料金の設定の届出（鉄道） 
 
 鉄道貨物運送に係る貨物利用運送事業を行おうとする者は、第一種貨物利用運送事業の登録をし
た後、運賃及び料金設定の届出をする必要があります。運賃及び料金を新たに設定した場合、その
日を基準日に 30 日以内に下記の書類を主たる事務所を所管する地方運輸局長までご提出してくだ
さい。（運賃及び料金を変更した場合も同様です。） 
 
１．提出書類 
①運賃料金設定(変更）届出書（様式１１） 
 
②基本運賃率表及び適用方法 
 以下及び関係法令(参考２）により基本運賃率表と運賃の適用方法を示した書類を作成し、運賃料
金設定(変更）届出書に添付してください。 
 
２．届出のあて先及び提出先 
 国土交通大臣あてに主たる事務所を所管する各地方運輸局長（または沖縄総合事務局長）までご
提出ください。（担当部局は、各地方運輸局自動車交通部、沖縄総合事務局運輸部です。） 
   
３．届出作成上の留意点 
①運賃・料金届出の対象事業 
・鉄道貨物運送に係る第一種貨物利用運送事業登録を取得することにより、日本国内における鉄道

による貨物輸送の運賃・料金を設定することができます。 
 
②運賃・料金表 
・鉄道運送に係る貨物利用運送事業の運賃及び料金の種類については、コンテナ貨物、車扱貨物、

混載貨物、荷物等、従来の扱別による運賃及び料金とします。 
・鉄道運送に係る貨物利用運送事業の運賃及び料金の適用方法については、次のとおりとします。 
（ア）運賃 

運賃は、重量、口建制又は個建制とし、輸送貨物の距離に応じたものとします。 
（イ）料金 

料金は、運賃により一律に収受しがたい運送サービスについて設けることができるものとしま
すが、その内容は利用者にとってわかりやすいものでなければならないこととします。 

 
③適用方法 
・適用方法を記載したものについては、以下の内容が網羅されているものであれば、書式例に関わ

らずどのような形式でも構いません。 
 ａ）当該料金が鉄道貨物運送に係る第一種貨物利用運送事業に適用されるものである。 
 ｂ）特定の荷主に差別的な取扱いをしないものである。 
 ｃ）運賃計算方法、割引方法について、業界の慣例等を踏まえ、常識的かつ合理的なものである。  
 ｄ）特殊貨物の取扱等他に必要な事項がある場合、その取扱方法等について記述されるものであ

る。 
  ｅ）公序良俗に反しないものである。 
・幅運賃については、変動する運賃市況を考慮することを目的としています。つまり、確定額の届

出のみとした場合には、運賃市況の変動に合わせた機動的な運賃の変更に支障を来たすことや、
またその届出が煩雑化することが考えれることから、それを簡素化することを目的として採り入
れています。幅運賃の範囲を超える運賃額の変動があった場合には、すみやかに届出を提出して
ください。 

④附帯料金 
・貨物利用運送事業において発生する附帯業務に係る料金についても本届出の対象となります。ま

た、届出されている運賃・料金以外に新たな料金を徴収する場合にも改めて届出を提出する必要
があります。  

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 

（様式１１） 
運賃及び料金の設定（変更）届出書（記載例） 

 

年  月  日 
 

 ○○運輸局長 

  ○○ ○○ 殿 
 
 

住    所                    
氏名又は名称                    
代表者氏名（役職）                         ㊞ 

   
 
 
 

運賃料金設定（変更）届出書 
 
 
 

今般、運賃及び料金の設定（変更）を貨物利用運送事業等報告規則第
３条の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり届出致します。 

 
 

記 
 
 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

氏名又は名称               
住 所               
代表者氏名（役職）               

 
 

２．設定（変更）しようとする運賃及び料金を適用する利用運送事業の種別及
び利用運送機関の種類 

 
種別  第一種貨物利用運送事業 
種類  鉄道貨物運送 

 
 

３．設定（変更）する運賃及び料金の種類、額及び適用方法 

   
別 紙 

 
 
４．運賃及び料金を設定（変更）した日 
 

平成○○年○○月○○日  
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【参考２】運賃及び料金の設定届出書 関係法令 
 
 
 報告規則３条（運賃及び料金の届出） 
    第１項 貨物利用運送事業者（内航運送又は貨物自動車運送に係る第一種貨物利用運送事業を

経営する者に限る。）は、運賃及び料金を定め又は変更したときは、運賃及び料金の
設定又は変更後 30 日以内に、次の各号に掲げる事項を記載した運賃料金設定（変更）
届出書を所轄地方運輸局長に提出しなければならない。 

   第１号 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
   第２号 設定し、又は変更した運賃及び料金を適用した貨物利用運送事業の種別及び利用運

送に係る運送機関の種類 
   第３号 設定し、又は変更した運賃及び料金の種類、額及び適用方法（変更の届出の場合に

あっては、新旧の対象を明示すること。） 
   第４号 設定又は変更の実施日 
  第２項 貨物利用運送事業者（前項に規定する者を除く。）は、運賃及び料金を定め又は変更

したときには、運賃及び料金の設定又は変更後 30 日以内に、前項各号に掲げる事項を
記載した運賃料金設定（変更）届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。 

   第３項 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条第６項に規定する不定期航路事業(貨
物の運送に係るものに限る。）を営む者が行う貨物の運送又は海上運送法施行規則（昭
和２４年運輸省令第４９号）第１条第１項に規定する外航貨物定期航路事業を営む者
が行う同令第２１条の２２に掲げる貨物の運送若しくは同項に規定する内航貨物定期
航路事業を営む者が行う同令第２１条の３第１項に掲げる貨物の運送に係る利用運送
を営む者は、前二項の規定にかかわらず、運賃料金設定(変更）届出書を提出しなくて
もよい。 

 
国総貨複第２０１号(H15.3.18) 
    貨物利用運送事業報告規則に基づく運賃料金設定（変更）届出書の取扱について 
 ３ 運賃及び料金の種類、適用方法について 
   運賃及び料金の種類、適用方法については以下に従い記載すること。 
  （１）共通事項 
    ①貨物利用運送事業者が荷主から収受する運賃及び料金は、実運送事業者に支払う運賃及び

料金に貨物利用運送事業者の取扱手数料（第二種貨物利用運送事業にあっては集配料を含
むものとする。）を加算した額とする。 

②運賃とする場合は、その範囲は必要 小限の幅とし、その幅を明示するものとする。必要
小限を超えると認められる場合は、割増又は割引運賃を設定することとする。 

     ③運賃の割増・割引については、貨物の特性、サービスの形態等から割増・割引を行うこと
が適当と考えられるものであることとする。また、割増・割引の対象が明確にされていな
ければならないこととする。 

     ④附帯料金については、貨物の荷造り、保管又は仕分、代金の取立て及び立替えその他の通
常貨物利用運送事業に附帯する業務の料金とするが、その内容は利用者にとって分かりや
すいものでなければならないものとする。また、附帯料金以外の実費についても、同様に、
利用者にとってわかりやすいものでなければならないものとする。 

（５） 鉄道貨物運送 
     ①鉄道運送に係る貨物利用運送事業の運賃及び料金の種類については、コンテナ貨物、車扱

貨物、混載貨物、荷物等、従来の扱別による運賃及び料金とする。 
     ②鉄道運送に係る貨物利用運送事業の運賃及び料金の適用方法については、次のとおりとす

る。 
    （ア）運賃 

運賃は、重量、口建制又は個建制とし、輸送貨物の距離に応じたものとする。 
    （イ）料金 

料金は、運賃により一律に収受しがたい運送サービスについて設けることができるものと

 

【鉄道第一種／新規登録申請】 
するが、その内容は利用者にとってわかりやすいものでなければならないこととす
る。 

 
 


